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概要 

高等教育機関におけるモバイル端末必携化について，全国調査の結果に基づき，そのコ

スト意識に着目し分析を行った。「設置機器」「貸出モバイル端末」「インフラ・ソフトウェ

ア」「サービス」の 4 つの観点から，全学的な導入校とその導入形態にわけ比較した結果，
設置機器のコスト意識に導入状況による意識の差異が見られた。 

 

1  はじめに 

近年，高等教育における情報コミュニケーショ

ン技術（ICT）の利用は，教育の質の改善・向上や
多様な形態の教育を提供するために必要不可欠と

なりつつある。さらに，ノート PC やタブレット
端末などの軽量化，高性能化，廉価化による普及

に伴い，PC 必携化など BYOD（Bring Your Own 
Device）が広がりはじめている。そこで，大学 ICT
推進協議会 (AXIES)ICT 利活用調査部会では，
BYODの高等教育機関の取組について，2016年度
に全国の高等教育機関を対象に悉皆調査を行った。 
本稿では，2016年度の調査を基に，大学におけ

る PC 必携化の現状とそれぞれの導入状況により
組織がBYODに対してどのようなコスト意識をも
っているのかについて分析したので報告する。		

2  調査概要 

大学 ICT推進協議会（AXIES）ICT利活用調査
部会では，2016年度に全国の高等教育機関（四年
制大学，短期大学，高等専門学校）に対して，BYOD

についての質問紙調査を行った。回答は，インタ

ーネットにより回収された。対象は 1204機関，回
収率は 59.2％であった（表 1）。 
調査項目の構成は，「基本情報」「BYODの取組

状況」「組織戦略」「教育学習」「支援体制」「イン

フラ整備」のカテゴリで構成された。本校では，

このうち四年制大学の 490機関の回答を扱う。 
また，本調査では，BYODを「教育環境の改善

やコスト削減のために，教育機関が所有または指

定するモバイル端末を使い，または学生が所有す

るモバイル端末を使って，教育学習に使用するこ

と」と定義した。 
表 1	 調査回収率 

設置区分 調査対象数 有効回答数 回収率 
大学（事務局） 787 490 62.3％ 

 

国立 86 69 80.2% 
公立 89 57 64.0% 
私立 612 364 59.5% 

短期大学 360 183 50.8% 
高等専門学校 57 40 70.2% 

合計 1204 713 59.2% 



3 PC必携化の導入状況 

モバイル端末の必携化を機関として実施して

いるかについての質問に対して，大学の規模別モ

バイル端末の必携化状況を図 1 に示す。このとき
の「モバイル端末の必携化」とは，学生になんら

かのモバイル端末を授業利用のために持参するこ

とを義務づけることとである。大学規模の指標[1]
は，調査で得られた「学部学生数」に応じて A〜E
の 5群に分類した。A群は 10,001名以上，B群は
5,000〜10,000名，C群は 3,001〜5,000名，D群は
1,001〜3,000名，E群は 1,000名以下である。 
	 図 1 から，大規模校ほど全学的には推進はして
いないが，学部研究科（部局）で推進している傾

向にあることがわかる。一方，小規模校の必携化

導入の場合には，全学的に推進する傾向にあるこ

とがわかる。 
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図 1	 大学の規模別モバイル端末の必携化状況 
 
	 また，「全学的に推進」および「学部研究科（部

局）で推進」している組織がどのようなモバイル

端末を利用しているのかについて，調査した結果

を表 2に示す。 
 

表 2 モバイル端末必携化の方法 
 全学 (n=65) 部局(n=59) 

配布 6.15% 6.78% 
貸与 12.31% 11.86% 
推奨 20.00% 11.86% 
所有 9.23% 11.86% 

配布＋貸与＋所有 - 3.39% 

配布＋推奨＋所有 1.54% 1.69% 

貸与＋推奨 3.08% - 
貸与＋所有 10.77% 5.08% 

貸与＋推奨＋所有 4.62% 11.86% 
推奨＋所有 32.31% 35.59% 

 

	 これらの結果から，全学的に推進している組織

も，学部研究科で推進している組織も，「学生に対

して購入を推奨したモバイル端末」と「学生が所

有しているモバイル端末」の両方を利用している

組織が最も多い現状であることがわかった。	  

4 BYODにおけるコスト意識 

BYODの導入状況により，設置機器，貸出モバ
イル端末，インフラ・ソフトウェア，サービスの

4 点について，それぞれのコストがどのように変
わると考えるのかについて調査を行った。 
「BYOD の導入によって、機器、設備、サービ

スに対する費用はどのように変わると思います

か？現在 BYOD を導入している機関は今後の見
通しを、現在 BYOD を導入していない機関は仮に
導入した場合の想定をお答え下さい。」 
上記は，現在導入している組織は導入時の状況

を踏まえ，未導入の組織は仮に導入した場合を想

定し回答いただくことを期待した質問である。 
 

4.1 設置機器 
設置機器は，PC ルームなどに固定設置を行っ

た PC にかかる費用を指す。図 2 に導入状況別の
設置機器に対するコスト意識のグラフを示す。さ

らに，全学推進組織のみで，モバイル端末必携化

の配布，貸与，推奨，所有を選択している組織別

のコスト意識を示す。 
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図 2 導入状況別設置機器のコスト意識 
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図 3全学推進組織における設置機器のコスト意識 
	  



「PC必携化の実施を予定・計画している組織」ほ
ど，設置機器のコストが減少するだろうと考えて

いることがわかる。一方，すでに全学的に PC 必
携化を行っている組織は「コストは変わらない」

と述べている。中でも，「購入を推奨したモバイル

端末」や「学生が所有しているモバイル端末」を

必携化している組織は，導入前と変わらず，PCル
ームなどの固定設置を維持している傾向が高いこ

とがわかる。 

 
4.2 貸出モバイル端末 
貸出モバイル端末は，一時的，長期的に学生，

教職員に貸出するモバイル端末にかかる費用を指

す。 

27.7% 

51.7% 

50.9% 

47.7% 

47.7% 

25.0% 

28.1% 

16.6% 

13.8% 

16.7% 

17.5% 

12.3% 

10.8% 

6.7% 

3.5% 

23.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

全学推進

部局推進

予定・計画あり

計画なし

増加する 変わらない 減少する わからない

 
図 4 導入状況別貸出モバイル端末のコスト意識 
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図 5全学推進組織における貸出モバイル端末の 
	 	 コスト意識 
 
	 部局ごとに推進していたり，予定・計画あり，

計画なしの組織は，「コストが増加する傾向にあ

る」と考えがちである。つまり，「貸出端末は，全

学的に準備する」と仮定すると，それに関わって

いない組織ほど，「コストがかかる」と考えている

ことがわかる。また，配布・貸与の場合には，学

生に貸しだす端末自体へのコストがかかり，推

奨・所有の場合には，一時的に貸し出す用の貸出

端末にコストがかかるという意味合いの違いがあ

ることが推察される。そのため，学生が所有する

モバイル端末を必携化させている組織ほど以前と

変わらない傾向にあることが推察できる。 

 

4.3 インフラ・ソフトウェア 
インフラ・ソフトウェアは，ネットワーク設備

やソフトウェア設備などにかかる費用を指す。 
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図 6 導入状況別インフラ・ソフトウェア 

	 	 	 	 のコスト意識 
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図 7全学推進組織におけるインフラ・ 

ソフトウェアのコスト意識 
 
	 全体的に，増加する傾向という点では一致して

いるが，「コストは変わらない」と考えている割合

が，すでに全学的に PC 必携化を導入している組
織が他と比べ高いことがわかる。 
	 全学的に導入している場合には，クラウドスト

レージサービスやクラウドオフィスソフトウェア，

ウィルス対策ソフトウェアなどのサービスも提供

していることも調査からわかっている[2]ため，イ
ンフラおよびソフトウェアに対するコストがかか

ることがわかる。 
 
4.4 サービス 
サービスは，技術・教育支援を行うためのサー

ビスにかかる人件費を含む費用を指す。 
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図 8 導入状況別サービスのコスト意識 
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図 9全学推進組織におけるサービスのコスト意識 
 
	 部局ごとに推進している，もしくは予定・計画

している組織ほどコストが増加する傾向にあると

考えている割合が高い。また，全学的に導入して

いる組織は，大学で端末の配布や学生の所有する

モバイル端末を必携化している組織ほど，コスト

が増加する傾向にあると考え，貸与や推奨端末を

指定している組織ほどサービスにかかるコストは

変わらないと答えている傾向にある。 
 
4.4 考察 
	 2013年度に九州大学が実施したアカデミックク
ラウド調査によると，「学生 PC必携化により，ハ
ードウェア・ソフトウェアを含む教育情報システ

ムのインフラ構築に関するコスト削減が期待でき

る」や「サポートサービスなどに対するヒューマ

ン・リソースのコストが増加する」と考えている

組織が少なからずあることがわかっている[3]。 
	 しかし，本調査でコスト意識を比較した結果，

特に設置機器に関して，未導入の組織ほどコスト

が減少すると考えているが，実際はコスト増の可

能性が高い傾向にあるということがわかる。 
	 オーストラリアの IBRSが 2012年に調査を行っ
た BYOD in Educationにおいても，「コスト削減を
目的に BYODを導入すべきではない」とも述べら
れている[4]。また，導入期はコストが増加するが，
ランニングコストとして，その後は減少する可能

性があることもこの調査結果から示唆されている

が，どのような形態でのモバイル端末必携化を想

定されているのかによっても，コストに関しては

変動する可能性が高い。 

4 おわりに 

	 2016 年度に実施した BYOD の高等教育機関の
取組みについての悉皆調査をもとに，BYOD 導入
のコスト意識に関して比較分析を行った。モバイ

ル端末の必携化は，大規模校ほど全学的には推進

はしていないが，学部研究科（部局）で推進して

いる傾向にあることがわかる。一方，小規模校の

必携化導入の場合には，全学的に推進する傾向で

あった。また，そのモバイル端末の必携化の方法

としては，全学的に推進している組織も，学部研

究科で推進している組織も，「学生に対して購入を

推奨したモバイル端末」と「学生が所有している

モバイル端末」の両方を利用している組織が最も

多い現状であることがわかった。 
	 導入時において，インフラ・ソフトウェアにつ

いてはコスト増という意識があるということ，さ

らに，設置機器に関しては，導入組織と未導入組

織での意識に差異がみられ，実際はコスト増の可

能性が高いことが考えられる。 
	 今回は，質問紙調査からコスト面での潜在的な

意識を比較したが，ヒアリングなどを通して実際

の現状を明らかにしたい。  
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